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　地産振興・雇用安定プロジェクト
　　　・戦略目標　「わが町に安定した雇用を創出する」
　　　　　　■数値目標：年間新規雇用者数　　　目標値：３０人（Ｒ７）

　農業と農村の再生による雇用機会の創出・拡大

　環境に配慮した持続可能な森林・林業の維持と、その活用による雇用創出

　働きやすい環境づくりと商工業振興による雇用創出

　交流の推進による関連産業の振興

　各分野における人材の育成と確保

　移住・定住推進プロジェクト
　　　・戦略目標　「わが町へ新しい人の流れとつながりをつくる」
　　　　　　■数値目標：社会増減数（転入者－転出者）　　　　目標値：△38人（Ｒ７）

　多様な住まいの提供による定住促進

　連携による関係人口の創出と交流人口の拡大、移住・定住促進

　　①　地域と連携した移住・定住の促進

　　②　地域への愛着を持つ金山人の育成

　結婚・出産・子育てプロジェクト
　　　・戦略目標　「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」
　　　　　　■数値目標：合計特殊出生率　　　目標値：1.67（Ｒ7）　【参考値】Ｈ2→2.64、Ｈ22→1.73、Ｈ31→1.24、Ｒ1→1.48

　子育て支援・経済的支援の拡充

　結婚・子育てをサポートする人・場・仕組みづくり

　　①　子育ての負担軽減と子育てしやすい環境（遊び場含む）づくり、地域全体で子育てをサポートすることを目指し、
　　　   子育てを支える地域の人づくりを推進する。

　　②　子育て世代を支援するため、親子の育ちと保護者の子育て環境の整備を図る。

　　③　充実した教育環境の整備を図り、わが町で学び成長する喜び、充実感を親子ともどもに持てる環境を整える。

　　④　男女を問わず子育てと仕事を両立できる環境を整備するため、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて事業所による
　　　   働き方の見直しを推進する。

　　⑤　町役場、企業、個人の連携、および県と市町村の広域連携により、出会い・結婚につながる応援活動を展開する。
　　　　また、結婚時の住居問題を解決するため、未活用住宅の利用促進を図る。

総合計画・重点プロジェクト（第２期金山町まち・ひと・しごと創生総合戦略）　コード表
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支える基盤

　　①　生活上の不便さを理由とする人口流出を防ぐため、日常の生活に必要な機能やサービスを維持、
　　 　　確保できる市町村間の連携を加速させる。

　　②　地区･地域間の交通ネットワークを充実させる。

　安心・安全な生活環境の確保

　　①　快適な生活環境のための雪処理対策を拡充する。

　地域連携・生涯活躍プロジェクト
　　　・戦略目標　「住民の絆を高め安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する」
　　　　　　■数値目標：金山町にこれからも住み続けたいと感じる住民の割合　　　目標値：80％

　これからも住み続けたいと思う魅力ある地域づくり

　　①　人口減少による地域の自治機能衰退を補うため、今まで以上に住民主体の地域づくりを推進する。
　　 　 一人ひとりが、魅力づくりの担い手なる地方創生の実現をめざす。

　　②　これからの地域を担う世代を育成し、同時に高齢者の活躍（シルバーパワーの実現）の場として、
　　   　地域と学校の連携を推進する。

　◎健全で持続可能な行財政運営の実現
　　　・戦略目標　「時代の変化に的確に対応する行財政運営」
　　　　　　■数値目標：財政運営基金残高　　　目標値：１２億円

４－⑴

４－⑵

４－⑶

　　②　暮らしやすいまちづくりのため、社会資本機能の維持、向上及び空き家対策を強化するとともに、
　　  　 各団体と連携した防犯活動により、安全な地域づくりを推進する。

　　③　地球温暖化等の影響による異常気象などの自然災害対策あっては、地域防災計画に準拠した町の
　　  　 対策とともに、住民が地域防災力の担い手となるための環境を確保し、自主防災体制を強化することにより、
　　　　 きめ細やかな防災減災対策を図る。

　　④　進行する高齢化の中にあればこそ、健康で長生きできるような（「健康寿命」を延ばす）施策を展開する。
　　　　 また、介護を必要とする高齢世帯については、介護する側へのサポート体制の強化を図るとともに、障がい者支援の充実を図る。

　歩きたくなる空間創出と地域消費の連携

　スポーツ・健康まちづくりの推進

　持続可能な地域のための広域的な経済圏・生活圏の形成



1-⑴ 産業課 継続 経営所得安定対策推進事業
4,370
（0）

4,750
（0）

農家経営の安定に資する、経営所得安定対策の確認事務の
円滑化を図る。

1回 年間1地区1回の転作確認の実施

1-⑴ 産業課 拡充

農地基盤整備事業
　・農業競争力強化農地整備事業
　・町単独土地改良事業
　・日本型直接支払制度事業

85,809
（30,419）

79,411
（25,043）

・大規模基盤整備への取組みと町単独基盤整備による補助
金の交付により、農業生産性の向上を支援する。
・農業・農村が有する多面的機能の維持を図るため、農業
者等が共同で取り組む農地維持活動、地域資源を適切に保
全管理するための共同活動及び農業用施設の長寿命化のた
めの活動を支援する。

2地区 実施地区（ほ場整備）

1-⑴ 産業課 継続

農業経営基盤強化事業
　・認定農業者支援事業
　・農業金融対策事業
　・強い農業・担い手づくり総合支援
　　事業費補助金
　・地産地消推進事業
　・人・農地問題解決事業
　・産直活動支援事業

42,187
（2,159）

20,696
（2,032）

・担い手団体の活動に対する支援、農業用機械及び資格取
得への補助、資金借入に係る利子補給、新規就農者への補
助等により、農業者への支援を行う。
・販売活動の開催や支援を行い、地元農林水産物等の消費
拡大とＰＲを図る。

5人
13,000袋

新規就農者数
金山産米ＰＲ米袋使用数

1-⑴ 産業課 継続

園芸農業育成支援事業
　・まめ（落花生、健康、勤勉・忠実）
　　づくり事業　※地方創生推進交付金
　・園芸農業育成支援事業
　・産地生産基盤パワーアップ事業

31,594
（12,279）

46,151
（14,891）

【まめ（落花生、健康、勤勉・忠実）づくり事業】
・「まめづくり事業（地方創生推進交付金事業）」を実施
する。（3年事業中3年度目）
【園芸農業育成支援事業】
・園芸農業の推進のため、効率的な農業用機械の導入など
について県事業を基に、追加支援を行う。
【産地生産基盤パワーアップ事業】
・園芸作物の産地化及びブランド力の強化を図るために、
機械等のリース導入に要する経費・施設整備に要する経費
等に対して補助を行う。

5,400千円

250,000千
円

落花生栽培による農業所得の確保
(落花生販売額)

広域指定品目の販売額

1-⑴ 産業課
継続
縮小

畜産振興事業
2,171

（2,171）
4,122

（4,122）

家畜衛生指導に対する補助や神室放牧場を廃止し、新規
に、繁殖牛農家に対して子牛を購入又は保留した場合に補
助金を交付する。

1頭 年間1頭以上の購入又は保留

1-⑴ 産業課 継続 環境保全型農業推進事業
1,094

（1,094）
1,122

（1,122）

環境に配慮した農業を推進するために、農業用使用済廃プ
ラスチック処理費用にたいして補助を実施する。融雪遅延
対策事業については、降雪量・気候変動に応じて、事業を
継続するか検討する。

80㎥ 廃プラスチック処理量

総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

１．地産振興・雇用安定
プロジェクト

(1)農業と農村の再生に
よる雇用機会の創出・拡
大



総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

1-⑵ 環境整備課 継続

街並み景観助成事業
　・景観助成金
　・やまがたの木活用住宅奨励事業
　・住宅建築コンクール委託事業

2,700
(2,700)

4,950
(4,950)

・｢金山住宅」を基本に、金山町の風景と調和した街並み景
観づくりに寄与するため、対象となる住宅等に景観助成金
を交付する。新築、増改築、色彩変更などが対象となり、
助成対象経費の1/3で、上限は800千円。低下傾向にある新
築に占める「金山住宅」の比率を高めるように努める。街
並み景観助成金　2,000千円
・「やまがたの木」認証材を活用し、一定の条件を満たす
住宅を建築する者に対して支援を行う。
1件につき150千円を上限とする。
・もがみ北部商工会金山支部への委託事業であり、令和2年
度で42回目を迎える。金山大工の育成と金山住宅の質の確
保を担保すべく、工夫しながら継続して開催する。

100% 交付申請に対する事業執行率

1-⑵ 産業課 継続

林業振興推進事業
　・森林経営管理
　・林業振興推進事業

77,925
（21,413）

102,799
（15,537）

令和元年度より運用が始まった森林経営管理法（新たな森
林管理システム）関連業務の実施に加え、路網整備、里山
林整備各種助成制度等を総合的に運用することにより、林
業の成長産業化を図る。

3人

3台

140ha

林業、バイオマス、住宅関連新規
雇用者数

バイオマス利用機器導入台数

森林間伐採面積

1-⑵ 産業課 継続 みどり環境交付金事業
5,168

（87）
4,111

（87）

県の緑環境税を活用し、森林・自然環境学習、間伐材利用
促進のための普及活動、林業体験活動等を実施する。R3年
度は遊学の森を会場に「やまがた森の感謝祭」が開催され
る。

1活動 取組活動数

1-⑵ 産業課 継続 みどりの少年団育成事業
128

（128）
160

（160）

小学4年生から中学1年生の全児童・生徒が所属しているみ
どりの少年団運営協議会へ補助金を交付し、緑化活動や森
づくり活動を行う。

1活動 取組活動数

環境整備課 継続 金山大工等研修事業
160

(160)
450

(450)

・金山大工・職人の後継者育成や次世代の金山住宅仕様の
研究も含め、研修等を実施する。令和３年度については新
型コロナウイルスの感染拡大に伴い、研修事業は講師を招
いての研修やオンライン研修など工夫をしながら開催をす
る。

1回 研修事業の年一回程度の開催

環境整備課 改善 景観フォーラム
160

(160)
200

(200)

令和３年度については、杉だけにとらわれず景観というも
のを広く認識してもらうため「金山杉サミット」から「景
観フォーラム」に変更し、実施していく予定である。開催
方法やフォーラムの内容については今後検討を行ってい
く。

1回
景観フォーラムの年一回以上の開
催

１．地産振興・雇用安定
プロジェクト

⑵環境に配慮した持続可
能な森林・林業の維持
と、その活用による雇用
創出

1-⑵



総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

1-⑶ 産業課 継続

商工業活性化対策事業
　・商店街活性化対策支援事業
　・商工業経営改善普及支援事業
　・かねやま街市開催事業
　　（観光対策補助事業へ移管）
　・工場誘致対策事業

17,150
（17,150）

18,103
（18,103）

・商店街活性化対策支援事業としてもプレミアム付商品券
発行額の20％分のプレミアム分と事務費を支援する。（年2
回）
・町内の商工業振興の核となる「もがみ北部商工会金山支
部」の事務局体制強化を支援する。
・町民の就業機会の拡大のため、町指定事業所のうち、産
業振興条例に基づく新設又は拡充をした工場等に対する固
定資産税相当額の助成金を交付する。

2回 プレミアム付商品券発行回数

1-⑶ 産業課 継続 新規開発事業補助
200

（200）
200

（200）

新たな分野における創業及び商品開発、販売促進を支援す
る。助成額は補助対象事業費の2分の1とし、200千円を上限
とする。

1件 新規開発事業補助金

1-⑶ 総合政策課 継続 起業家育成支援事業 0
500

（500）

自ら起業しようとする町民に対し、商品開発等に要する資
金（上限50万円）の支援を行う。（農業は別途補助事業が
あるため対象外とする。）※申請により補正対応とする。

1件 新規起業数

1-⑶ 教学課 継続
人材確保のための「町育英会貸付金」免
除事業

0
(0)

0
(0)

町育英会奨学生のうち、医師・看護師・介護福祉士の資格
を取得し、卒業後１年以内に本町に居住する等条件を満た
した申請者に対し、貸与金の返還を免除する。なお、免除
に係る繰り出し金については補正予算で対応する。

3名
当該事業を利用し、金山町に帰っ
てきた人数

1-⑶ 教学課 継続 県等と連携した奨学金返還支援事業
1,248

(1,248）
1,872

（1,872）

県より事業実施の連絡があり次第、町民に対し広報等で周
知し、県に対し申請を行い、申請者の数により、県に対し
出損金を支払う。

3名
当該事業を利用し、金山町に帰っ
てきた人数

1-⑶ 産業課 継続 常用、新規学卒者雇用奨励事業
2,700

（2,700）
2,500

（2,500）

町民の雇用創出するため、新たに1年以上町民を雇用した町
内事業所等に10万円を交付する。また、新規学卒者の採用
奨励のために新規学卒3年以内の町民を1年以上雇用した事
業所等に10万円を交付する。

10事業所 常用雇用奨励金指定事業所件数

1-⑶ 産業課 継続 女性の活躍の場支援事業奨励金
500

（500）
560

（560）

若年女性の雇用拡大、子育て中の雇用者待遇改善、出産、
結婚しやすい環境整備として町内事業者等に補助金を交付
する。R4産業振興条例の見直しにて廃止を予定。

100% 交付申請に対する事業執行率

１．地産振興・雇用安定
プロジェクト

⑶働きやすい環境づくり
と商工業振興による雇用
創出



総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

1-⑷
産業課

総合政策
拡充 交流推進・PR活動事業

5,244
（5,244）

8,184
（8,184）

交流推進のため、効果的なPR事業執行が可能な民間事業所
等に委託する他、観光キャンペーンや首都圏等へ向けた関
係人口創出対策等の取組みを強化する。

・観光交流ＰＲ活動事業（パンフレット等作成）
・関係人口創出事業（新規）

170,000人 交流人口

1-⑷ 産業課 継続
神室スキー場の充実
　・グリーンバレー神室活用事業
　・神室スキー場運営事業

36,031
（15,879）

48,243
（19,984）

【グリーンバレー神室活用事業】
夏はキャンプ場などを含めた総合施設、冬はスキー場とし
て活用するなど町のリゾート施設として、近隣施設である
町総合交流促進施設（シェーネスハイム金山）、ホットハ
ウスカムロ、遊学の森と連携しながら有効活用を図り、町
内外の方より利用していただけるよう施設運営を行う。

【神室スキー場運営事業】
冬季スポーツの拠点となる神室スキー場を直営し、町民の
健康増進とともに、町総合交流促進施設（シェーネスハイ
ム金山）、ホットハウスカムロ、遊学の森と連携しながら
相互の有効活用を図り、利用者の増加につなげる。

150,000人
グリーンバレー神室エリアの利用
者数

1-⑷ 産業課 継続 ホットハウスカムロ運営事業
21,384

（21,384）
23,341

（22,441）

町民の福利厚生及び健康づくりの拠点であるホットハウス
カムロを指定管理で委託し、町総合交流促進施設（シェー
ネスハイム金山）、グリーンバレー神室（神室スキー
場）、遊学の森と連携しながら相互の有効活用を図り、外
部からの集客対策を含め利用者の増加を図る。

150,000人
グリーンバレー神室エリアの利用
者数

1-⑷ 産業課 継続 水産増殖・親水景観対策事業
536

（497）
480

（441）

淡水魚の維持増殖並びに養殖業者の支援のため、団体に対
する補助や稚魚の放流及び、大堰放流鯉に関する事業を行
う。

1回 年1回の放流の実施

1-⑷ 産業課 継続 産業まつりの開催
1,500

（1,500）
1,900

（1,900）

町産業を町内外に紹介するとともに、町民が楽しめるイベ
ントとし、今後の産業振興と豊かな町づくりを目指すた
め、関係団体と連携して産業まつりを開催する。

1回
産業まつり（代替イベントも可）
の年一回の開催

1-⑷ 産業課 継続 観光対策補助事業
5,040

（5,040）
5,982

（5,982）

町観光協会、最上地域観光協議会と連携し、下記の事業と
ＰＲ事業に取り組む。

・町観光協会運営事業（各種イベント開催、金山まつり等
支援事業、各事業協賛関係、かねやま街市開催事業）
・町観光ＰＲのため、広告事業を展開するとともに、交流
人口の拡大のため、観光情報誌等への広告の充実を図る。

170,000人 交流人口

1-⑸ 産業課 継続 資格取得支援事業
1,200

（1,200）
1,500

（1,500）

求職者の雇用促進、新庄最上管内の事業所に勤務する労働
者の技術向上や離職者の再就職を支援するため、就職や仕
事に役立つ資格または免許を取得した場合、経費の2分の1
（上限1人10万円）を町が補助する（資格対象を70歳から60
歳へ引き下げ）。

30件 資格取得支援者数

1-⑸ 産業課 継続 若者定着・人材確保推進事業 0 0

最上総合支庁・市町村・学校、企業等の連携により、若者
の地元定着に向けた「オールもがみ若者定着・人材確保推
進会議」を開催。若者定着・人材確保に向け、情報共有・
連携方策の検討を進める。

10事業所
新規学卒者採用促進奨励金交付事
業所数

１．地産振興・雇用安定
プロジェクト

⑸各分野における人材の
育成と確保

１．地域振興・安定雇用
プロジェクト

⑷交流の推進による関連
産業の振興



総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

2-⑴ 総合政策課 継続 景観に配慮した良質な住まいの提案 0 0

・金山町空き家等対策計画に基づき、山形県空き家活用支
援協議会が設置する「やまがた空き家利活用相談窓口」と
連携するとともに、ニーズに合った相談体制を構築する。
・未活用住宅利用促進のため、全国版空き家・空き地バン
クを活用し、空き家の登録を推進する。
・金山町定住促進住宅資金利子補給補助事業（町外転入者
の空き家リフォーム等に係る購入時利子補給）により、定
住促進と空き家対策の拡充を図る　※補正対応

５世帯
相談窓口の利用による年間移住世
帯数

2-⑴ 環境整備課 継続 公営住宅の維持管理
10,753
（0）

14,125
（0）

既存住宅の維持管理を行う。（営繕工事・退去修繕等） 100%
町内公営住宅等への入居率（再
掲）

2-⑴ 健康福祉課 継続 高齢者生活福祉センター運営事業
4,000

(4,000)
4,000

(4,000)
一人暮らし高齢者の生活支援を目的に、社会福祉法人金山
厚生会に委託して、高齢者生活福祉センターを運営する。

100% 年間の営業割合

2-⑴ 健康福祉課 継続 小さな拠点づくり事業
1,311

（介護再
掲）

656
（介護再

掲）

65歳以上の方が気軽に参加できる通いの場（改善セン
ター・やくし苑を利用）。介護予防運動や生きがいづく
り、生活支援（就労含む）の担い手養成等により、高齢者
が支え合い、活躍できる町づくりの拠点となる。

4か所
小さな拠点づくりを実施する地区
または団体数

2-⑴ 環境整備課 継続 金山町住宅リフォーム総合支援事業
22,225

(10,550)
22,258

(9,716)

停滞する住宅関連産業を活性化させるため、県の助成制度
と一体となり、一定の要件を満たすリフォーム工事に対し
補助を行う。令和３年度については、移住・定住リフォー
ム支援と一般住宅リフォームに分けて補助を行う。基本的
な補助額として、一般リフォームについては補助率が工事
費の20%で上限が24万円、移住・定住リフォーム支援は補助
率が工事費の1/3で上限が30万円となっている。

100% 交付申請に対する事業執行率

2-⑵-① 総合政策課 拡充 移住定住促進事業
2,059

（519）
2,630

（865）

県と連携した下記の移住推進事業のほか、首都圏イベント
に積極的に参加する。
・移住支援金（東京圏から移住し、指定企業に就業した方
への経済的支援　世帯移住100万円、単身60万円）
・移住世帯向け食の支援事業（転入前相談により県外から
移住者した方へ、米、みそ、しょうゆ１年分支給）
・山形県移住コーディネーターとの連携
・ふるさと山形移住・定住推進センターとの連携
・「sui〜と金山暮らし体験住宅事業」は令和2年度で廃止
し、関係人口創出事業（新規）での交流人口拡大を目指
す。

５世帯
相談窓口の利用による年間移住亜
世帯数

2-⑵-①
総務課

総合政策課
新規

金山町公式ライン配信構築運営事業
（新たな情報発信ツールの活用）

0 0
新たな情報発信ツールとして、ＳＮＳや人的ネットワーク
を活用し、町のホームページとリンクすることにより、関
心・関係人口の拡大につなげる。

950件 公式ＬＩＮＥ登録件数

２．移住・定住推進プロ
ジェクト

⑴多様な住まいの提供に
よる定住促進

２．移住・定住推進プロ
ジェクト

⑵連携による関係人口の
創出と交流人口の拡大、
移住・定住促進

①地域と連携した移住・
定住の推進



総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

2-⑵-① 総務課 継続 総合広報活動推進事業
8,974

(8,974)
9,448

(8,826)

広報かねやま（本編･お知らせ版）、まちづくりノート、行
事予定カレンダー等の作成発行を行うとともに、ふるさと
CM大賞応募作品を製作、金山PR･Tシャツ等を作成し、町内
外に広く町の情報を発信する。より分かりやすいホーム
ページを作成し、積極的な情報発信を推進する。

100%
広報かねやま（本編・おしらせ
版）発行率

2-⑵-① 産業課 継続
三県広域連携事業
（宮城県大崎地域、秋田県雄勝地域と
の連携による広域観光の推進）

0 0
三県広域連携事業「東北のへそ三県交流まつり」への参加
を含めた広域観光の推進をはかる。

1回 連携イベントへの参加回数

2-⑵-① 総合政策課 継続 地域おこし協力隊活動支援事業 8,187 8,343
地域おこし協力隊（新規）2名について予算計上。
関係人口の創出と定住化を図る。

100% 地域おこし協力隊の定住率

2-⑵-② 教学課 継続 中高一貫教育実践事業
（子どもによる地域活性化方策の実現）

580
（580）

597
（597）

金山中と新庄南高金山校で実践している連携型の中高一貫
教育において、地域の課題に応じたフィールドワーク等を
行い課題解決の方策等を提案する「最上学」、インターン
シップ、地域体験学習、英語学習活動の連携等、教育実践
に対して支援を行い、地域への愛着を持つ生徒を育成す
る。

80%
将来にわたり金山町に生活したい
と感じている子どもの割合

2-⑵-② 総合政策課 継続 新庄･最上ジモト大学
470

（70）
515

（115）
新庄・最上ジモト大学コンソーシアム負担金　400千円
金山町プログラム運営費　70千円

80%
将来にわたり金山町に生活したい
と感じている子どもの割合

2-⑵-② 教学課 統合 新庄南高金山校魅力化推進事業
2,082

（2,082）
2,902

(2,902)

・金山校存続を目標に、入学者数の増加を目指す等、金山
校魅力化地域連携協議会を中心に、魅力化向上につなげる
事業を実施する。
・スポーツ振興、学習振興に対して補助金を交付して支援
する。
・町外から通学する生徒に対し、山形交通「新庄～金山
線」のバス料金（定期券のみ）の2分の1を上限にして通学
費補助を行う。
・新庄南高金山校の生徒が外国の文化や交流を通じて次代
を生き抜く人材の育成を目的とした、台湾への修学旅行の
実施に伴い、保護者負担軽減のための補助を行う。
　→新型コロナの影響で実施が流動的なため、当初予算
計上せず、実施される場合は補正で対応する。
・新庄南高金山校の全ての生徒が進学や就職に有利な資格
取得にチャレンジし、卒業後の希望進路を叶えることと、
経済的負担を軽減するため、各種検定受験料1/2を補助す
る。
※昨年度はすべて学事奨励事業において予算措置していた
が、R3年度は新規事業名で継続して実施する。

20名
新庄南高金山校の入学者数
定員の1/2（20名）

２．移住・定住推進プロ
ジェクト

⑵連携による関係人口の
創出と交流人口の拡大、
移住・定住促進

①地域と連携した移住・
定住の推進

２．移住・定住推進プロ
ジェクト

⑵連携による関係人口の
創出と交流人口の拡大、
移住・定住促進

②地域への愛着を持つ金
山人の育成



総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

3-⑴ 健康福祉課 継続 育児支援事業
21,744

（21,646）
19,921

（19,656）

子ども一人ひとりの育ちを町全体で応援する『かねやま子
育て応援宣言』のもと、出生率低下の抑制と子育てにかか
る経済的な負担軽減を図るとともに、家庭育児での親子の
愛着形成を推進する。
・出産祝金支給事業
 (第1子100千円、第2子200千円、第3子以降300千円）
・ようこそ赤ちゃん応援ﾒｯｾｰｼﾞｶｰﾄﾞ・ｷﾞﾌﾄ支給事業
（県1/2補助：新生児全戸訪問時に配布）
・入学祝金支給事業
（小・中・高校等、一律30千円）
・家庭育児支援金支給事業
 (拡充:1歳～2歳10千円/月、左記除く入園まで5千円/月）
・多子通園費助成金
（3歳以上児は給食費、未満児は保育料を第2子半額、第3子
以降全額助成）
・通園バス利用料通園助成金(利用料の半額助成）
・認可外保育施設入所者多子軽減補助金
（県1/2補助:同時在園の場合の利用料助成）
・木育推進事業(木のおもちゃ支給）※3-(2)-①再掲
・病児預かり事業利用料助成金 ※3-(2)-①再掲
・ひとり親家庭移住・定着応援モデル事業
（県2/3補助、新規:18千円）ひとり親の県外からの移住を
促進し、移住後により安定し自立した生活を送ることがで
きるように県と連携して食(米40㎏)の支援を提供。

80%
子育て世帯の経済的負担軽減施策
と母子保健健康サービスの満足度

3-⑴ 健康福祉課 継続 母子保健事業
7,651

（7,112）
7,895

（7,356）

妊産婦が健康で安心して妊娠・出産を迎え、子どもとその
家族が明るくすこやかな生活ができるとともに、育児不安
の軽減や虐待防止を目的とし、経済的支援、母子保健分野
での支援を行う。
・食育推進事業
・不妊治療費助成事業（特定不妊治療費助成:1回20万円を
上限に県の特定不妊治療費助成に上乗せして助成。一般不
妊治療費助成:年間10万円まで助成）
・妊婦健診費用助成（1回目10,000円、2～14回目5,000円助
成）及び新生児聴覚検査費用全額助成
・各種乳幼児健診事業
・歯科保健事業

80%
子育て世帯の経済的負担軽減施策
と母子保健健康サービスの満足度

3-⑴ 健康福祉課 継続 高校生までの医療費無料化助成事業
600

（600）
2,227

(2,227)

子育て支援対策として高校生等の保険適用分医療費の支給
を行う。R3.4月からは高校生等の医療証を発行し、窓口負
担がなくなるが、過年分（2年）について償還払いを行う。

100%
該当者から申請があった場合の支
給割合

3-⑴ 健康福祉課 継続 児童手当支給事業
70,247

（10,924）
73,780

（11,505）

家庭等における生活の安定に寄与するとともに、児童の健
やかな成長に資することを目的に児童手当を支給する。
①出生の翌月から3歳に到達した月まで　月額1万5千円
②3歳に到達した翌月から中学校卒業まで　月額1万円
※第3子以降の子どもは3歳に到達した翌月から小学校卒業
まで月額1万5千円

100%
要件に該当する方から申請があっ
た場合の支給割合

3-⑴ 教学課 継続 遠距離通学助成事業
476

（476）
432

（432）

上台地区の山交バス利用者に係る保護者の負担軽減を図
り、学校教育の円滑な運営に資することを目的とし補助金
を交付する。

100%
上台地区児童の山交バス利用者に
対する補助金支給率

３．結婚・出産・子育て
プロジェクト

⑴
子育て支援・経済的支援
の拡充

切れ目のない母子健康
サービスを強化し、妊娠
から子育てまでの不安解
消を図るとともに子育て
世帯への経済的支援を充
実させ、出生の阻害要因
である経済的負担の軽減
を図るとともに、困難を
有する子どもや家庭に対
する支援を行う。

３．結婚・出産・子育て
プロジェクト

⑴
子育て支援・経済的支援
の拡充



総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

3-⑴ 教学課 継続 小中学校就学指導及び就学援助事業
4,879

（4,879）
4,939

（4,939）

・就学時健康診断を学校医及び町委託医の協力のもと実施
する。
・児童生徒の教育的ニーズの把握と特別支援学校における
教育相談等を活用し、児童生徒の適正な就学指導を推進す
る。
・経済的理由で就学に不安を抱える児童生徒の保護者に対
し、学用品費･給食費･校外活動費･体育実技用具費（小学校
のスキーのみ対象）･修学旅行費等を支給する。
・特別支援学級在籍の児童生徒の保護者の経済的負担軽減
を目的とし、給食費･修学旅行費･学用品費等の一部を補助
する。

100%
就学援助を必要とする保護者への
実施率

3-⑵-① 健康福祉課 継続 育児支援事業（木育推進事業） 0 0

子どもが成長する過程の中で、とくに五感が著しく発達す
る乳幼児期から、木を身近に感じることができる環境づく
りを通じて木に対する親しみを持ち、日常生活に取り入れ
るとともに、町の基幹産業である林業への理解と森や木に
親しむ機会の充実と人の暮らしと関わりを主体的に捉えら
れる豊かな心が育まれることを願い、9・10か月健診時に金
山杉を利用した木製のおもちゃを支給する。
　※3-⑴育児支援事業で予算計上

72.0%
子育ての環境や支援事業への満足
度

3-⑵-① 健康福祉課 継続 子育てがっこう開催事業
720

（720）
345

（345）

地域特性を活かし、子どもの学びや遊び、親育ちの学びの
場・仲間づくりの場を提供するため、関係機関と連携のも
と「子育てがっこう」を開催する。
※目的及び開催内容
①親子の愛着形成を図る
②子育てを通じた親育ちの向上を図る
④ブックスタートの意義を伝えるとともに繋ぐフォロー、
子育てに絵本を取り入れる方法の提案
③乳幼児の心身の発達・親の役割・子どもの育つ環境・子
どもを産み育てることや命の尊さへの理解を高める（高校
生対象）
　・プレベビーマッサージ　・ベビーマッサージ
　・ママと赤ちゃんのケア教室　・読み聞かせ講座
　・リトミック教室　・ブックスタート
　・乳幼児ふれあい教室

72.0% 子育て環境や支援事業への満足度

3-⑵-① 教学課 統合
適時適育事業
（子育てがっこう開催事業へ移管）

0
（0）

673
（673）

園・小・中・高一貫教育を推進するため、町教育の基本理
念「適時適育」に基づいた教育の実践、親育ちと町ぐるみ
の子育て支援体制の構築を図る。
 ※予算は3-2-1子育てがっこう開催事業に計上

72.0% 子育て環境や支援事業への満足度

3-⑵-① 教学課 継続 森の子ども図書教室
998

（998）
1,045

（887）

乳幼児～児童期の発達に適した本に触れる機会を提供する
ため、蔵書の充実と読書活動の拠点としての事業を管理者
であるきつねのボタンと連携し実施する。
ボランティアスタッフの増加・確保を目指す。
※ブックスタート事業は子育てがっこう開催事業へ移管

5,100冊 絵本の貸出し冊数

３．結婚・出産・子育て
プロジェクト

⑴
子育て支援・経済的支援
の拡充

３．結婚・出産・子育て
プロジェクト

⑵結婚・子育てをサポー
トする人・場・仕組みづ
くり

①子育ての負担軽減と子
育てしやすい環境づく
り、地域全体で子育てを
サポートすることを目指
し、子育てを支える地域
の人づくりを推進する



総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

3-⑵-② 健康福祉課 継続 子育て世代包括支援センター事業
384

（287）
305

（151）

妊娠期から出産や育児にかけて、お母さんとそのご家族が
抱える不安や負担に対して、切れ目なく支援をし、安心し
て子育てできるよう「子育て世代包括支援センター」事業
を令和2年4月に開始。
・産前産後サポート事業（すこやか相談・マタニテイ教
室）
・産婦健診費用助成事業/産婦健診（2週間健診・1ヵ月健
診）にかかる費用の全額を助成
・産後ケア事業（助産師による相談料の1/2補助）

72.0% 子育て環境や支援事業への満足度

3-⑵-② 健康福祉課 継続
育児支援事業
（病児保育事業）

0 0

子育て世代における経済的負担の軽減と仕事と家庭の両立
支援を図るため、病児預かり事業を実施している保育施設
（新庄市１施設）利用料3,300円の1/2を補助。
※3-(1)育児支援事業へ予算計上

72.0% 子育て環境や支援事業への満足度

3-⑵-② 教学課 継続
放課後児童クラブ、放課後子ども教室一
体型設置事業

0
（0）

0
（0）

放課後児童クラブ、放課後子ども教室の連携を深めるた
め、学校・学童・子ども教室で情報・意見交換会を開催す
る。
一体型に向け、設置場所や人的な課題を検討する会議の場
を設ける。

1箇所
放課後児童クラブ・放課後子ども
教室一体型設置数

3-⑵-② 健康福祉課 継続 子育て支援事業
161,801

（48,743）
　149,622
（45,528）

社会福祉法人陽だまりが運営する「認定こども園めごた
ま」への継続した事業運営（各種補助事業・施設型給付事
業・委託事業）支援を行うことで、安心して子育てができ
る環境整備を推進し、子ども・子育て支援の充実を図る。
・特別支援教育支援事業
・幼児教育・保育の無償化に伴う補助金
・子どものための教育・保育給付費（国1/2・県1/4補助）
・施設整備借入元利償還補助金（R8年度まで）
・放課後健全育成事業委託料（国・県1/3補助）
・地域子育て支援拠点事業委託料（国・県1/3補助）

放課後児童クラブに通う就学援助受給対象世帯と町民税非
課税世帯の経済的負担軽減を図るため、利用料の半額を助
成。(就学援助世帯は県1/2補助）
・放課後児童クラブ利用料助成事業

主に就園前児童とその家庭の交流等の場を提供。(林業者ト
レーニングセンターを活用)
・地域子育て支援センター施設管理費

0人 教育、保育施設の入居待機児童数

3-⑵-② 健康福祉課 継続 障がい児支援事業 0 0
障害児通所事業所の利用に係る申請受付及び受給者証の発
行を行うことで、障害児の健やかな育成の支援を図る。
※4-(3)-④障害者総合支援事業で予算計上

100%
要件に該当する方からの利用申込
みがあった場合の決定割合

３．結婚・出産・子育て
プロジェクト

⑵結婚・子育てをサポー
トする人・場・仕組みづ
くり

②子育て世代を支援する
ため、親子の育ちと保護
者の子育て環境の整備を
図る



総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

3-⑵-③ 教学課 継続 学力向上対策事業
2,925

（2,925）
4,001

（4,001）

・小中学生を対象に、家庭学習の定着化と継続のための学
習環境づくり及び、全ての児童の平等な学習機会を提供す
ることを目的とし、特に重点的な学習が必要である算数
（数学）、英語を中心とした学習塾を開催する。中学生へ
は、年末や春休みに短期学習塾を開催し、受験対策及び次
年度に向けた学習対策を行う。
・外国語教育推進員を配置し、英語科への対応、コミュニ
ケーション力の育成と国際理解教育を推進する。
・金山中全生徒に対し実用英語技能検定（英検）受験料の
全額補助、3年生に対し数学検定の受験料の全額補助を引き
続き行い、教育の機会確保に努める。
【※会計年度任用職員の人件費含まず】

100% 英検受験率

3-⑵-③ 教学課 拡充
小中学校ＩＣＴ教育環境整備事業
（小中学校教育用コンピュータ整備活用
事業）

22,356
（3,356）

19,803
（803）

・GIGAスクール構想に基づき小中学校に導入する一人一台
タブレットを授業で有効に活用するため、また、これまで
以上にICTの活用を推進するために、ICT支援員を各学校に
派遣する。
・教職員の校務環境整備を図り、より充実した環境づくり
と負担軽減に努める。

毎日 ＩＣＴの活用状況（回）

3-⑵-③ 教学課 継続 学事奨励事業
4,003

（3,870）
5,873

（4,513）

･令和４年度からの小学校統合に向けて、新たに体操服（上
着、ズボン、半袖シャツ、ハーフパンツ）を購入する。統
合時の新２～６年生分。
・芸術鑑賞教室（山形交響楽団）における音楽鑑賞を実施
する。
※新庄南高金山校に対する補助金は、2-⑵－②新庄南高金
山校魅力化推進事業へ移管
※hyper-QUアンケートは、3-⑵－③小中学校特別支援教育
推進事業へ移管

80%
保護者や児童生徒の学校生活満足
度

3-⑵-③ 教学課 継続 小中学校特別支援教育推進事業
2,477

（2,477）
889

（889）

・「金山町教育大綱」に基づく教育推進のための教職員研
修や専門家による指導を継続した成果が表れている。今後
も、スクールソーシャルワーカーと特別支援教育支援員の
継続配置(有資格者が原則)と研修を進めて行く。
・いじめや不登校等の問題行動の予防と対策に活用するた
め、「hyper-QUアンケート（いじめ対策等学校生活に対す
る満足度調査）」を実施する。
※スクールソーシャルワーカーは委託料で計上
※特別支援教育支援員（会計年度任用職員）人件費は含ま
ず

概ね100％
個別の支援計画を必要とする児童
生徒のうち、実際に計画が作成さ
れている割合

3-⑵-③ 教学課 継続 小中学校施設整備事業
14,482

（14,482）
11,537

（4,037）

金山小では特別教室照明のLED化、グラウンド遊具の更新工
事等、明安小では学習室のエアコン設置工事を行う。金山
中では生徒用トイレの改修工事などを行う。

100% 修繕等必要箇所の整備割合

３．結婚・出産・子育て
プロジェクト

⑵結婚・子育てをサポー
トする人・場・仕組みづ
くり

③充実した教育環境の整
備を図り、わが町で学び
成長する喜び、充実感を
親子ともどもに持てる環
境を整える



総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

３．結婚・出産・子育て
プロジェクト

⑵結婚・子育てをサポー
トする人・場・仕組みづ
くり

④男女を問わず子育てと
仕事を両立できる環境を
整備するため、ワークラ
イフバランスの実現に向
けて事業所による働き方
の見直しを推進する

3-⑵-④ 産業課 継続 山形いきいき子育て応援企業への登録 0 0

県と連携し、企業等における女性活躍やワーク・ライフ・
バランスの取組みを推進することを目的とした「山形いき
いき子育て応援企業登録・認定制度」への登録を推進す
る。取組みの段階に応じて「宣言企業」、「実践（ゴール
ド）企業」、「優秀（ダイヤモンド）企業」として登録・
認定し、奨励金の交付等のサポートを行う。※県主体事業
分かりやすい周知啓発に努め、仕事と子育てが両立できる
職場環境づくりを推進する。

5社
山形いきいき子育て応援企業登録
数

3-⑵-⑤ 総合政策課 新規
やまがた出会いサポートセンタ―登録支
援事業

25
（25）

25
（25）

やまがた出会いサポートセンター登録支援事業補助金
１人当たりの登録料10,000円の2分の1を補助。5人分。

5人
やまがた出会いサポートセンター
登録人数

3-⑵-⑤ 総合政策課 継続 最上広域婚活実行委員会負担金
89

（89）
90

（90）

最上8市町村の連携による各種婚活イベントや、結婚支援者
意見交換会などを通じ、出会いの場の創出とカップル成
立、成婚に向けて支援する。

3人 やまがた縁結びたいへの登録人数

4-⑴-① 総務課 継続 地区交付金交付事業
10,513

（10,513）
11,563

（11,563）
町民の自治意識の高揚と地区の振興を図るため、地区交付
金等を交付する。

2組織 地域運営組織形成

4-⑴-① 教学課 継続 地域住民の活動拠点の充実
3,997

（3,997）
2,204

（2,204）

地域活動及び町づくりの拠点となっている地区公民館の整
備に対して補助金を交付する。
屋根張り替え、塗装、照明器具交換、エアコン設置、トイ
レ工事等、７地区からの要望に対して補助を行う。
また、中央公民館のあり方について検討を行う。

100%
地区公民館整備要望箇所に対する
整備率

4-⑴-① 総合政策課 継続 地域運営組織の形成支援
2,500
（0）

2,500
（0）

・コミュニティ助成事業（宝くじ助成事業）を活用した、
地域の活性化を図る。2,500千円
・地域運営組織の形成を支援し、5地域それぞれの「地域戦
略」〈新地域振興計画〉の策定を促す。
　※活力ある地域づくり推進事業補助金（地方創生推進交
付金事業）は、令和2年度で終了。

3事業
新地域振興計画で実行された事業
数

３．結婚・出産・子育て
プロジェクト

⑵結婚・子育てをサポー
トする人・場・仕組みづ
くり

⑤町役場、企業、個人の
連携及び県と市町村の広
域連携により、出会い・
結婚につながる応援活動
を展開する

４．地域連携・生涯活躍
プロジェクト

⑴これからも住み続けた
いと思う魅力ある地域づ
くり

①人口減少による地域の
自治機能衰退を補うた
め、今まで以上に住民主
体の地域づくりを推進す
る
一人一人が、魅力づくり
の担い手となる地方創生
の実現をめざす



総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

4-⑴-① 教学課 継続 地域リーダーの人材育成
480

（480）
500

（500）

区長・公民館長連絡協議会、女性団体連絡協議会、連合婦
人会、青年団体連絡協議会等住民主導のまちづくりを牽引
している町内団体の事務局及び活動支援を行う。

3団体 補助金の交付団体数

4-⑴-① 教学課 継続 ボランティア活動参加の推進事業
303

（303）
239

（239）

青少年の人材育成及び中高生に地域を見つめなおす機会を
与え、より良い地域づくりへの参画を図るため、活動支援
や情報提供を行う。

5人 ボランティア活動新規参加人数

4-⑴-② 教学課 継続 学校・家庭・地域の連携協働推進事業
6,773

（1,802）
5,690

（2,781）

学校、家庭及び地域住民相互の連携・協働を推進し、ま
た、町全体で地域の将来を担う子どもたちを育成するた
め、①学校支援地域本部事業、②放課後子ども教室、ま
た、家庭教育力を高めるため、③やまがた子育ち講座、④
幼児共育ふれあい広場を実施する。

400回 放課後子ども教室開催回数

4-⑴-② 教学課 継続 歴史的財産の保全・活用事業
1,672

（1,472）
948

（688）

・地域の高齢者による文化伝承
有形・無形の文化財の発掘・保全・継承について、調査・
研究を行うとともに、町にとって重要な文化財を保存する
ための活動を行う。また、伝承芸能の保全継承するため
に、関係団体の活動支援を行う。

2回 文化財保護審議会の開催回数

4-⑴-② 教学課 継続 高齢者の活躍の場づくり 0 0
・町事業で活躍できる高齢者及び女性の人材確保や調整を
行う。また、放課後子ども教室等でボランティアスタッフ
の増加を目指す。※4-⑶-④高齢者学習事業で予算計上

5人
町事業における60歳以上の講師人
数

4-⑵-① 総合政策課 継続
圏域マネジメント能力の強化に係る政策
分野の連携

0 0

・新庄最上定住自立圏の確立
定住自立圏共生ビジョンを策定し、管内町村と新庄市が
各々協定を締結の上、地域の活性化を図る。
協定に基づき推進する当町の具体的な取り組みは20項目。
（23連携事業）※各分野において予算計上

65,057人

圏域人口が、「国立社会保障・人
口問題研究所」における将来推計
人口を上回ること
（2040年目標　47,453人）

4-⑵-①
健康福祉課

産業課
継続

移動販売車や見守り代行等の新たなサー
ビス提供への支援

0 0

町内商店と有償ボランティアが協働で弁当配達を行うな
ど、町内関係団体や事業所、元気高齢者等の担い手が連携
し、多様なサービス提供体制を構築し、運営する。　※4-
(3)-④高齢者の生活支援体制整備事業へ予算計上

4項目
生活支援サービス数（移動販売・
見守り支援・用事代行・配食
等）

４．地域連携・生涯活躍
プロジェクト

⑴これからも住み続けた
いと思う魅力ある地域づ
くり

①人口減少による地域の
自治機能衰退を補うた
め、今まで以上に住民主
体の地域づくりを推進す
る
一人一人が、魅力づくり
の担い手となる地方創生
の実現をめざす

４．地域連携・生涯活躍
プロジェクト

⑴これからも住み続けた
いと思う魅力ある地域づ
くり

②これからの地域を担う
世代を育成し、同時に高
齢者の活躍（シルバーパ
ワーの実現）の場とし
て、地域と学校の連携を
推進する

４．地域連携・生涯活躍
プロジェクト

⑵持続可能な地域のため
の広域的な経済圏・生活
圏の形成

①生活上の不便さを理由
とする人口流出を防ぐた
め、日常の生活に必要な
機能やサービスを維持、
確保できる市町村間の連
携を加速させる



総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

4-⑵-②
総合政策課
町民税務課

教学課
継続

公共交通体系の再検討による地域交通の
確保
　　・スクールバス運行維持管理事業

47,363
（9,147）

19,427
(8,575)

・遠距離通学児童の登下校の安全の確保や小学校及び中学
校の各種活動を支援するための運行や維持管理を行う。
・スクールバスの安全な運行を行うため、老朽化が進んで
いる1台を更新する。
・バス格納車庫建設に係る測量設計委託費、工事費を計上
する。
【会計年度任用職員の人件費含む】

100% 町営バス運行カバー率

4-⑵-② 町民税務課 継続 交通安全推進事業
1,114
(909)

1,652
(1,446)

安全な交通環境を整備するため道路区画線やカーブミラー
を設置する。

100%
要望された区画線及びカーブミ
ラー整備率

4-⑵-② 町民税務課 継続 交通安全推進運動事業及び活動事業
2,129

(1,912)
2,144
(116)

交通安全専門指導員による指導、広報活動の強化や、関係
団体と連携した飲酒運転撲滅運動、夜行反射材「命のバン
ド」の利用促進などの啓発活動を展開し、町民の交通安全
意識の向上を図る。
【会計年度任用職員の人件費を含む】

0% 町内者の飲酒運転検挙率

4-⑶-① 環境整備課 継続
道路交通網の再点検による維持管理及び
改修整備⇒適正な維持管理による施設の
長寿命化（道路・橋梁）

42,568
(24,317)

42,121
(11,799)

計画的に維持管理を行うことにより施設の長寿命化を図
り、常に安全で快適な交通を確保することにより道路整備
不備による事故をゼロにする。
・町道桝沢ダム線外8路線町道維持工事
・急破修繕工事、町道維持作業等業務委託　等
・道路橋定期点検業務
・外沢橋補修設計業務委託　等

100%
道路施設等ストックの法定点検・
診断実施率

4-⑶-① 環境整備課 継続
国道１３号の高規格幹線道路の整備促
進・幹線道路の整備促進

6,517
(1,517)

44,295
(3,995)

沿線地域の利便性を向上させるため、未整備区間の改修を
進める。
・町道羽場凝山線歩道整備工事（測量設計・用地買収）
・県道事業負担金
・新庄・湯沢地域間高規格幹線道路建設促進同盟会負担金

100% 幹線町道路線の整備率

4-⑶-① 環境整備課 継続 地域における雪対策の推進
1,000

(1,000)
0

(0)

地区からの意見・要望を聴き取りしながら、より安全・安
心して冬期生活が送れるよう雪対策を推進する。また、地
区と関係団体との連携推進、更には気象や現場状況に応じ
た業務委託により、流雪溝からの水上がり対策を強化す
る。
・冬期雪寒対策等業務委託

1回
地区と関係団体との水上がりに関
する意見交換会の実施回数

4-⑶-① 環境整備課 継続 流雪溝整備事業
300

(300)
11,075

(4,175)

除排雪を効率的に行えるよう流雪溝を整備・維持してい
く。
・流雪溝急破修繕工事

18,500m 流雪溝の総延長

４．地域連携・生涯活躍
プロジェクト

⑶安心・安全な生活環境
の確保

①快適な生活環境のため
の雪処理対策を拡充する

４．地域連携・生涯活躍
プロジェクト

⑵持続可能な地域のため
の広域的な経済圏・生活
圏の形成

②地区・地域間の交通
ネットワークを充実させ
るとともに、安全な交通
環境の整備と町民の交通
安全意識の向上を図る

４．地域連携・生涯活躍
プロジェクト

⑶安心・安全な生活環境
の確保

①快適な生活環境のため
の雪処理対策を拡充する



総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

4-⑶-① 環境整備課 継続
町道除雪事業
　・除雪体制の強化（作業）
　・除雪体制の強化（除雪機整備等）

62,667
(48,866)

100,756
(47,753)

冬期間の安全で安心な交通を確保するため、きめ細やかで
効率的な町道の除雪作業を実施する。
車道L＝100.5km　歩道L＝4.0km
（会計年度任用職員人件費含む）

0日
町道における雪を起因とした交通
不能日数

4-⑶-① 健康福祉課 拡充 高齢者世帯への除雪費支給事業
3,456

(2,736)
1,530

(1,530)

住民税非課税世帯の高齢者等が安心して在宅で生活できる
環境整備として除雪費の一部を補助し経済的負担を軽減す
る。
より安心して生活できるよう上限額を64,000円に拡充す
る。
いきいき雪国やまがた推進交付金（720千円）

100%
要件に該当する高齢者等から申請
があった場合の支給割合

4-⑶-① 環境整備課 継続 環境マネジメントの構築
697

(697)
784

(784)

30年度に策定したカーボンマネジメント計画をもとに、ご
みの減量化、リサイクル、地球温暖化防止等を町民と事業
者、行政等の地域協働により効果的に実践するため、資源
回収団体及び引き取り業者に対し奨励金を交付する。

20団体
合計500千

円
リサイクル奨励金交付金額及び団
体数

4-⑶-① 環境整備課 継続 廃棄物適正処理の推進
94,488

(86,568)
92,157

(84,037)

大気や水、土壌等の汚染を防ぎ、環境保全するため、家庭
から排出される可燃ごみや不燃ごみ、ビン・カン・ペット
ボトルなどの資源ごみの適正な分別を推進し、収集運搬や
処理を実施する。

500ｇ 一人1日当たりごみ排出量

4-⑶-② 環境整備課 継続
上水道運営事業
　・水道水の需要拡大

198,300
(147,005)

199,330
(149,094)

良質で安全な水道水を常に安定供給できるように、パト
ロールなどで事故防止や安全管理を重視した施設の維持管
理に努め、効率的な事業運営を実施するとともに、未納対
策を強化する。

90% 配水量における有収水量率

4-⑶-② 環境整備課 継続 公共下水道運営事業
203,100

(33,060)
165,380

(31,481)

マンホールポンプ点検調査等、施設の適正な維持管理に努
めるとともに、未接続世帯の加入促進の取組みや未納対策
の強化等、効率的な事業運営を実施する。
・人口3万人未満の市町村については、令和6年まで公営企
業会計に移行することとされており、令和3年度は公営企業
会計法適用の基本計画を基に固定資産調査等を実施する。
（令和5年度までの3か年事業）

90% 公共下水道加入率

４．地域連携・生涯活躍
プロジェクト

⑶安心・安全な生活環境
の確保

①快適な生活環境のため
の雪処理対策を拡充する

４．地域連携・生涯活躍
プロジェクト

⑶安心・安全な生活環境
の確保

②暮らしやすいまちづく
りのため、社会資本機能
の維持、向上及び空き家
対策を強化するととも
に、各団体と連携した防
犯活動により、安全な地
域づくりを推進する



総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

4-⑶-② 環境整備課 継続 農業集落排水運営事業
61,200

(16,278)
107,250

(16,143)

明安地区機能強化対策事業により、老朽化した設備の更新
を実施する。また、施設の適正な維持管理に努めるととも
に、未接続世帯の加入促進の取組みや未納対策の強化等、
効率的な事業運営を実施する。
・明安地区農業集落排水処理施設補修工事全体設計業務
・人口3万人未満の市町村については、令和6年まで公営企
業会計に移行することとされており、令和3年度は公営企業
会計法適用の基本計画を基に固定資産調査等を実施する。
（令和5年度までの3か年事業）

90% 農業集落排水加入率

4-⑶-② 環境整備課 継続 合併処理浄化槽設置整備事業の推進
11,257

(7,437)
11,401
(131)

公共水域の保全のため、公共下水道処理区域や農業集落排
水処理区域以外の地域住民及び事業所を対象に、合併処理
浄化槽設置整備補助金を交付する。（10基を整備予定）ま
た浄化槽の適正な管理のために浄化槽台帳システムの整備
を行う。

10件 単年度補助金交付件数

4-⑶-② 町民税務課 継続 空き家に係る修景形成助成金交付事業
1,500

(1,500)
1,500

(1,500)

金山町空き家等の適正管理に関する条例に基づき、危険空
き家の除去に要する経費の3分の1又は50万円を上限に助成
を行い、町民の安全・安心の確保と美しい景観の保全を図
る。

10件
空き家等の除去のための町補助金
活用件数

4-⑶-② 町民税務課 継続 防犯対策
570

(570)
381

(381)

防犯協会を主体に各団体と連携した防犯活動や、青色回転
灯パトロール車での防犯の強化に努めるとともに、地区か
ら要望のあった防犯灯を45基購入して安全な地域づくりを
推進する。

10台
青色回転灯パトロール車の登録台
数

4-⑶-③ 総務課 継続

地域防災力強化、一斉メール配信構築運
営事業
　・行政情報放送施設維持管理事業
　・光ファイバ管理事業

11,327
(4,136)

11,354
(4,294)

・行政情報放送を補完し、防災情報や緊急な行政情報を町
民へいち早く提供する。（1月末登録者は542名）
・光ファイバケーブル等の通信網は重要なインフラに位置
づけられており、防災IP告知放送においても使用されてい
ることから、確実な保守を行っていく。

950件
一斉メール配信メールアドレス登
録件数

4-⑶-③
総務課

町民税務課
新規

金山町公式ライン配信構築運営事業
（有事での町民への確実な情報提供）

0 0

行政と住民の新たな情報伝達基盤として多世代にわたり導
入率の高いツールであるLINEを活用し、行政・防災等の情
報を的確に発信する。また、町のホームページとリンクす
るようにし、ホームページの閲覧者数も増やしていく。

950件 公式ＬＩＮＥ登録件数

4-⑶-③ 町民税務課 継続 消防団管理運営事業
17,592

(17,566)
17,839

(17,812)
消防団員としての知識や技術修得のための各種研修や訓練
への参加を推進する。

7% 人口に対する消防団員数割合

4-⑶-③ 町民税務課 継続 消防演習等の実施
2,295

(2,295)
2,483

(2,483)

消防演習（実施予定日：3年4月29日）や消防操法大会（実
施予定日：3年6月28日）を開催し、消防団員の士気高揚や
技術の向上を図る。

90% 消防演習及び操法大会参加率

４．地域連携・生涯活躍
プロジェクト

⑶安心・安全な生活環境
の確保

②暮らしやすいまちづく
りのため、社会資本機能
の維持、向上及び空き家
対策を強化するととも
に、各団体と連携した防
犯活動により、安全な地
域づくりを推進する

４．地域連携・生涯活躍
プロジェクト

⑶安心・安全な生活環境
の確保

③地球温暖化等の影響に
よる異常気象などの自然
災害対策にあっては、地
域防災計画に準拠した町
の対策とともに、住民が
地域防災力の担い手とな
るための環境を確保し、
自主防災体制を強化する
ことにより、きめ細やか
な防災・減災対策を図る



総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

4-⑶-③ 町民税務課 継続 自主防災組織の育成
165

(165)
50

(50)

自主防災組織向けの防災ワークショップを開催し、防災・
減災の取組みを強化する。また、防災士資格取得費用を助
成し、防災リーダーの育成を図る。

10名 防災士取得人数

4-⑶-③ 町民税務課 継続 消防施設整備事業
1,439

(1,439)
1,479

(1,479)
消防団に対し、消防力が最大限に発揮できるよう消防ホー
スや消防団活動品用の整備に要する経費を補助する。

100%
要望された消防団活動用品の整備
率

4-⑶-③ 町民税務課 継続 地域防災活動用施設設備整備事業
12,824

(3,324)
100

(100)
消防団に対し、消防力が最大限に発揮できるよう消防施設
等の整備に要する経費を補助する。

100% 要望された消防施設等の整備率

4-⑶-③ 町民税務課 継続 地域防災体制の整備
3,559

(3,559)
3,199

(1,989)
防災体制の強化を図るとともに、Ｊアラート機器の適正管
理とハザードマップの更新を行う。

100% ハザードマップの町内整備率

4-⑶-③ 町民税務課 継続
総合防災訓練の実施
（避難所設置・運営訓練含む）

184
(184)

302
(302)

突然の災害に慌てることなく万全に対応できるよう、関係
機関との連携や各家庭での防災意識の高揚と防災力の強化
を図ることを目的に中田地域で総合防災訓練を実施する。
（実施予定日：3年9月上旬）

60%
総合防災訓練時の避難訓練への町
民参加率

4-⑶-③ 健康福祉課 継続 福祉燃料購入支援事業
1,575

(1,050)
0

住民税非課税世帯の高齢者等が安心して冬期間を過ごすた
め、冬期間における燃料購入費の一部を補助し経済的負担
を軽減する。
・1世帯あたり7,500円
（山形県低所得世帯の冬生活応援事業費補助金2,500円/世
帯を含む）

100%
要件に該当する高齢者等から申請
があった場合の支給割合

4-⑶-③ 健康福祉課 継続 要配慮者避難支援
16

(16)
0
災害発生時に要配慮者が避難するのを支援するため、情報
共有の同意があった要配慮者の名簿を整備・共有する。

1回 名簿の更新回数

４．地域連携・生涯活躍
プロジェクト

⑶安心・安全な生活環境
の確保

③地球温暖化等の影響に
よる異常気象などの自然
災害対策にあっては、地
域防災計画に準拠した町
の対策とともに、住民が
地域防災力の担い手とな
るための環境を確保し、
自主防災体制を強化する
ことにより、きめ細やか
な防災・減災対策を図る



総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

4-⑶-④ 健康福祉課 継続 健康づくり推進事業
1,725

（888）
1,237

（1,237）

「かねやま元気プラン21vol.2」中間評価に基づいた健康づ
くり・介護予防事業の推進、及び「誰もが自ら命を絶つこ
とがない社会の実現計画」に基づく事業を推進する。
・各種健康教室、健康相談事業
・健康づくり推進事業
・「減塩」「受動喫煙」「8020」対策
・自殺対策ネットワーク会議の開催
・心の健康づくりサポーター養成、講座修了者のフロー
アップ事業
・健康マイレージ事業の推進（達成者に美杉ちゃん商品券
500円を賞与）
・医療用ウイッグ･乳房補正具購入費用助成事業（医療用ウ
イッグは20,000円を上限に1/2補助、乳房補正具購入費用は
10,000円を上限に1/2補助）
・健康倶楽部の開催

60%
・健康マイレージ達成率
R1:44.7％

4-⑶-④ 健康福祉課 継続 各種検診事業
16,034

（13,687）
17,102

（14,575）

生活習慣病等疾病の早期発見に努め、健康長寿を推進す
る。
・人間ドック健診、総合健診、がん検診等健診事業
・診療所ドック健診
・胃がんリスク評価（ピロリ菌検査）費用助成
・診療所ドック検診（尿中ナトリウム:推定食塩摂量）への
5,000円費用助成
・診療所で行う職域検診の胃がんリスク評価（ピロリ菌検
査費用助成　自己負担500円
・80歳の方の歯周疾患無料検査
・脳ドック健診費用助成（上限17,500円、自己負担額の1/2
補助）

100% 胃がん検診精検受診率（R1:80.7%)

4-⑶-④ 健康福祉課 継続 予防接種事業
12,517

（12,374）
12,663

（12,358）

感染症の罹患と拡大を防ぐため、予防接種の推進を図る。
・小児の定期予防接種の全額費用助成
・インフルエンザ予防接種費用助成（幼児及び小中学生:1
回目2,000円・2回目1,500円助成、高齢者:2,000円助成・町
外医療機関で受ける場合1,300円助成）
・おたふくかぜの任意予防接種費用助成（1回あたり3,000
円助成）
・高齢者肺炎球菌ワクチンの接種費用助成（１回あたり
4,100円助成、町外で受ける場合3,000円助成）
・国の追加的対策風しん抗体検査等事業（風しん抗体価検
査全額無料、風しん予防接種1/2補助）
・風しん抗体検査・予防接種費用助成事業（風しん抗体価
検査全額無料、風しん予防接種1/2補助）

100%
定期予防接種の接種率
（麻しん風しん混合予防接種第２
期）

４．地域連携・生涯活躍
プロジェクト

⑶安心・安全な生活環境
の確保

④進行する高齢化の中に
あればこそ、健康で長生
きできるような（「健康
寿命」を延ばす）施策を
展開する
介護を必要とする高齢世
帯については、介護する
側へのサポート体制の強
化を図るとともに、障が
い者支援の充実を図る



総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

4-⑶-④ 健康福祉課 継続 地域包括支援センター事業
3,093

（介護再
掲）

3,854
（介護再

掲）

要介護状態となることを予防するための介護予防支援（介
護支援専門員によるケアマネジメント業務、ケアマネの資
質向上）、認知症地域支援推進員による認知症支援、地域
ケア会議による地域課題の共有や解決策の提案等を、専門
職の配置により充実させ、介護申請や認定率の抑制を図
る。

20.9%

65歳以上の人口に対する要介護認
定者の割合
※R2.1現在:18.2％、355人
　R4目標値：20.9％、395人

4-⑶-④ 健康福祉課 継続
高齢者生活支援体制の整備
・生活支援コーディネーターの配置

671
（介護再

掲）

2,917
（介護再

掲）

介護保険サービスに頼らない、住民同士の支え合いによる
生活支援体制を構築。NPOへの委託により住民主体の意識向
上を図り、社会福祉協議会や生活支援コーディネーターと
連携し推進。高齢者だけでなく障害のある方や子育て世代
等多様なニーズへの対応も検討していく。

30人
活動する生活支援サービス等の担
い手の人数
（R2：7人）

4-⑶-④ 健康福祉課 継続 高齢者在宅福祉事業
1045

(1,045)
955

(955)

在宅高齢者世帯等の不安軽減を図るため、「やすらぎ電話
設置事業」や「寝具洗濯・乾燥・消毒サービス事業」を行
う。
やすらぎ電話の設置・撤去作業や寝具サービスは、社会福
祉協議会で実施する（委託）。

100%
要件に該当する高齢者等から利用
申込みがあった場合の決定割合

4-⑶-④ 健康福祉課 拡充 社会福祉協議会支援事業
25,382

(25,382)
19,368

(19,368)

福祉団体の育成、体制の充実を図るため、町社会福祉協議
会の職員人件費等に要する経費の補助を行う。
福寿会開催や生活管理指導員派遣事業等を委託して実施す
る（生活管理指導員を１名増員する）。

5事業 新規・拡充事業数

4-⑶-④ 健康福祉課 拡充 専門人材の確保
480

（介護再
掲）

0
権利擁護や成年後見制度等に関する相談支援について、社
会福祉士に委託。会議や研修会等での助言指導、高齢者へ
の同行訪問、関係機関との連絡調整等充実を図る。

1人 配置されている社会福祉士の人数

4-⑶-④ 健康福祉課 新規
高齢者の保健事業と介護予防の一体的実
施

617
（117）

0

後期高齢者広域連合が、高齢者の保健事業と介護予防の一
体的実施を推進するため、町と委託契約し、町が事業を実
施する。町では、企画・調整等を担当する医療専門職と、
地域を担当する医療専門職を配置し、町の健康課題を把
握・分析し、通いの場等で事業を実施する。

20.9%

65歳以上の人口に対する要介護認
定者の割合
※R2.1現在:18.2％、355人
　R4目標値：20.9％、395人

4-⑶-④ 教学課 継続
生涯活躍推進事業
（高齢者学習事業）

545
（545）

160
（160）

60歳以上の高齢者が広く学習や健康づくりに関する機会を
提供できるように「寿大学」を開催する。また、老人クラ
ブと協力しながら地域の活性化を図る。

3回 寿大学の開催回数

４．地域連携・生涯活躍
プロジェクト

⑶安心・安全な生活環境
の確保

④進行する高齢化の中に
あればこそ、健康で長生
きできるような（「健康
寿命」を延ばす）施策を
展開する
介護を必要とする高齢世
帯については、介護する
側へのサポート体制の強
化を図るとともに、障が
い者支援の充実を図る



総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

4-⑶-④ 診療所 縮小 町立金山診療所運営事業
207,900

(78,723)
357,470

(152,038)

医療従事者の確保が困難であることや、入院・外来患者の
減少による経営状況を考慮し、令和３年４月１日に有床診
療所から無床診療所に移行する。標榜する診療科目（内科･
外科･小児科･疼痛外来）を確保するとともに、訪問診療・
看護体制の強化や他の医療機関との医療連携を推進する。
無床診療所への移行後は、常勤医師２名体制を目指しなが
ら、町民の「かかりつけ医」としての役割を果たしていく
とともに、スリム化により経営の安定化を図る。
【一般会計繰入金：127,087千円：運営費114,320、医療機
器整備2,090、施設整備2,808、公債費7,869】

診療日数　外来242日
①医療機器整備･施設整備
・上部消化管汎用ビデオスコープ更新
・トップライト屋根取付工事
②外来の1日平均患者数
　令和3年1月31日現在　外来42.6人
　令和2年度実績　外来45.0人
　令和3年度（積算人数）外来42.0人
【会計年度任用職員の人件費含む】

42.0人
一日平均外来患者数（健康診断、
各種検査、各種予防接種は含まな
い）

4-⑶-④ 健康福祉課 継続 在宅要介護高齢者介護激励金支給事業
3,000

（3,000）
3,000

（3,000）

要介護3・4・5の要介護高齢者を4月1日からの1年間を基準
とし30日以上在宅で介護している方に在宅介護期間に応じ
支給する。
・6か月未満:5,000円/月
・6か月以上:60,000円/年

100% 該当者への交付状況

4-⑶-④ 健康福祉課 継続 認知症等高齢者や介護者への支援
1,265

（介護再
掲）

4,877
（介護再

掲）

認知症の方を介護する家族の会や認知症サポーターの養
成、成年後見制度利用の推進等により、認知症の方や高齢
者、家族が安心して暮らせる地域づくりを行う。

1,400人
認知症サポーターの人数
（R2現在：915人）

4-⑶-④ 健康福祉課 継続 最上地区広域連合負担金
65,140

（65,140）
65,078

（65,078）

19年度から最上地区広域連合が保険者となり国民健康保険
事業を実施しており、30年度より県との共同運営が開始す
る。最上地区広域連合に負担金を納付し、さらなる財政運
営の安定化及び連携を図っていく。

100% 負担金納付状況

４．地域連携・生涯活躍
プロジェクト

⑶安心・安全な生活環境
の確保

④進行する高齢化の中に
あればこそ、健康で長生
きできるような（「健康
寿命」を延ばす）施策を
展開する
介護を必要とする高齢世
帯については、介護する
側へのサポート体制の強
化を図るとともに、障が
い者支援の充実を図る



総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

4-⑶-④ 健康福祉課 継続 介護保険特別会計
922,630

（164,850
）

862,700
（113,587

）

介護保険は40歳以上のすべての人が納める保険料と、国・
県・町の負担金を財源として、介護が必要となった被保険
者に必要な介護サービスを提供し、要介護者等を抱える家
族の負担軽減を図る共助の制度。
　3年度からの3か年計画である第8期介護保険事業計画の初
年度であり介護給付費の抑制と実効性を図るため、計画の
進捗管理を行う。また、高齢者が住みなれた地域でいつま
でも安心して暮らせるよう、地域包括支援センターを核と
して総合事業等をとおした高齢者の社会参加等を進め、世
代を超えて地域住民が共に支え合う地域づくりを推進す
る。

※第8期の介護保険料金の急激な値上げを抑制するため、期
間中である3～5年度は3ヵ年合計で55,135千円を基金からの
繰入を行う。
【会計年度任用職員の人件費を含む】

20.9%

65歳以上の人口に対する要介護認
定者の割合
（R5をピークに減少を目指す）
※R2.1現在:18.2％、355人
　R4目標値：20.9％、395人

4-⑶-④ 健康福祉課 継続 後期高齢者医療特別会計
66,960

（29,252）
66,240

（29,635）

「後期高齢者医療制度」は75歳以上の方(65～74歳で一定以
上の障がいがある方も含む)が加入する。実施主体は山形県
後期高齢者医療広域連合、各種申請・保険料の徴収事務は
町が行う。引続き、医療制度改正の動向を注視し、被保険
者への適切な情報提供を行う。

100% 負担金納付状況

4-⑶-④ 健康福祉課 拡充 障害者福祉対策事業
5,254

（5,097）
4,673

（4,513）

障がい者の社会参加を促進し、福祉の向上を図るため、福
祉タクシー事業や重度身体障がい者移送サービス助成事
業、人工透析患者通院費助成事業、在宅酸素療法者支援事
業、介護者激励金事業及びおむつ支給事業等を実施する。

100%
要件に該当する方からの利用申込
みがあった場合の決定割合

4-⑶-④ 健康福祉課 継続 障害者総合支援事業
140,785

（35,538）
134,546

（33,985）

障がい者の自立支援のため、障がい福祉サービスの介護給
付費及び訓練等給付費、障がい児通所給付費、補装具費等
の給付を行う。

100%
要件に該当する方からの利用申込
みがあった場合の決定割合

4-⑶-④ 健康福祉課 継続 障害者総合支援医療給付事業
6,708

（1,685）
5,400

（1,358）

身体障がい者が自立した日常生活や社会生活を営むため
の、更生医療、育成医療、療養介護医療の医療費の助成を
行う。

100%
要件に該当する方からの利用申込
みがあった場合の決定割合

4-⑶-④ 健康福祉課 継続 障害者地域生活支援事業
4,268

（2,805）
4,839

（3,259）
障がい者の地域生活の向上を図るため、地域生活支援事業
の各種事業を実施する。

100%
要件に該当する方からの利用申込
みがあった場合の決定割合

４．地域連携・生涯活躍
プロジェクト

⑷歩きたくなる空間創出
と地域消費の連携

4-⑷ 環境整備課 継続 景観アクションプログラム実践事業
0

(0)
2,849

(2,849)

令和元年度に策定した景観アクションプログラムに基づ
き、景観運動を次世代へと継承していくための実践活動を
行う。

5地区 実測調査の実施(毎年1地区）

４．地域連携・生涯活躍
プロジェクト

⑶安心・安全な生活環境
の確保

④進行する高齢化の中に
あればこそ、健康で長生
きできるような（「健康
寿命」を延ばす）施策を
展開する
介護を必要とする高齢世
帯については、介護する
側へのサポート体制の強
化を図るとともに、障が
い者支援の充実を図る



総合計画
（重点プロジェクト別）

施策
コード

担当課 区分 事業名
３年度
予算額

（一般財源）

２年度
予算額

（一般財源）

事業概要及び政策目標 目標値
（７年度）

重要業績評価指数（ＫＰＩ）

4-⑸ 教学課 拡充
スポーツ振興事業（金山健康ふれあいス
ポーツクラブ活動支援事業）

1,500
（1,500）

1,630
（1,630）

町民の多世代交流や地域コミュニティの醸成、健康体力づ
くり、ジュニアスポーツ振興を目的に金山健康ふれあいス
ポーツクラブの活動を支援する。また、ふれあいスポーツ
クラブの開催イベントとして、各種スポーツの普及事業や
とこみどりマラソン大会等の事業を開催し、生涯スポーツ
の振興を図るとともに、気軽にできる健康づくりのため、
各種イベントで町民の健康増進に貢献する。

350人
金山健康ふれあいスポーツクラブ
会員数

4-⑸ 教学課 新規
健康スポーツ推進員（集落支援員）設置
事業

3,557
(3,557）

0

町民の健康づくりをより推進するために、金山健康ふれあ
いスポーツクラブと連携して、健康体操や軽スポーツの実
施、生涯スポーツに取り組める機会の創出などに専門的に
取り組んでいく。

6回
小規模スポーツイ及び健康づくり
ベントの年間開催数

4-⑸ 教学課 縮小 クロスカントリースキー強化事業
2,650

（2,650）
3,600

（3,600）

クロスカントリースキーの普及とジュニア層の育成と将来
にわたり全国レベルで活躍できる選手が輩出されるよう、
小中高一貫で指導を行い、町と連携しながら強化委員会に
事業を委託する。長期的な視点で引き続き強化を図ってい
く。選手確保のため小･中学生への普及活動にも力を入れ
る。

12名
クロスカントリースキー競技にお
ける小学生から高校生までの全国
大会出場者数

■支える基盤

健全で持続可能な行財政
運営

総合政策課 改善 全事務事業の見直しと実践 - -
将来にわたる安定した行政サービスのために、基金財源の
確保をはじめ、経営的な視点で行財政の健全化と合理化を
図り、オープンでクリーンな運営を行う。

10億円 財政運営基金残高

４．地域連携・生涯活躍
プロジェクト

⑸スポーツ・健康まちづ
くりの推進


